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市場機構の限界に関する覚書き

一一ガルプレイスにおける消賢者主権否定の方法、および公

共経済学の課題にふれて一一

中村達也

目次
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(3)消費者選択の自由と識別問題

(W) 消費者主権と公共経済学

(1)消費者主権と社会的アンバランス論

(2)消費者主権の対象領域の拡大と制約条件

(3)消費者主権と非市場的機構による制御

( 1 J 問題の所在

混合経済ないしは国家独占資本主義と呼ばれる現代資本主義においても、経済的

調整の中枢として機能しているのはいうまでもなく市場機構である。その場合、市

場機構に対して規範性を付与している基本的前提は、消費者主権の存在であるとい

ってよい。理論上の仮構としての完全競争市場のもとで、消費者主権の存在を前提
(1) 

として、諸個人の選択の自由と経済的効率が「価格のパラメーター機能」を通じて
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同時に達成されることをその主旨とするパレート最適カf達成されるととが、市場機
(2) 

構のもつ規範のーっとされてきた。しかし、ペイターの指摘するように、たとえ理

念型としての完全競争市場においでさえも、外部性、公共財、収穫逓婚のケースに

おいては、パレート最適は達成されえず、いわゆる「市場の失敗J (market fail-

ure)が生ずる之とが知られている。さらに、パレート最適は、当初の所得分配を

与件として前提した上での経済的効率の達成を意味しており、所得分配それ自体に

関しでは何らの規定をも含んでいない。したがって、市場機構それ自体は、本来的

に、所得分配の不公正を解決しえないのである。また、ペイターの指摘した上述の三

つのケースおよび所得分配の問題は、それがいずれも資源・技術・晴好一定の下に

おける市場機構の不首尾を示すという意味で、「静態的次元」での市場の失敗といっ

てよい。これに対し、現在および将来にわたる異時的次元においては、不確実性要

素が新たに導入されざるをえず、少数の例外を除けば、将来財に関しでは市場その

ものが成立しえない。したがって異時的次元における資源配分は、市場機構によっ
(3) 

ては有効な解決をもたらすととはできない。ピグーおよびセンによる指摘は、消費

者主権との関連でとの問題の存在を示したものといって注〈、このことは、資源・

技術・晴好の変化を含む「動態的次元」での市場の失敗が存在する乙とを意味する。

そして、これら静態的および動態的次元での「市場の失敗」は、すでに、現代経済

学における「常識」の一つに属するといってよい。

上述の「市場の失敗」は、それカf理念型としての完全競争市場が本来的に期待さ

れる機能を果たしている場合にも生むうることであって、そのスケールないし領域

が論理構成上、無視しうる程の大きさであった段階においては、現実の市場を、ノ

ルムとしての完全競争市場に可能な限り接近させることが、経済政策上の重要な一

課題を形成していた。しかし、現実の市場が理念型としての完全競争市場から大き
(4) 

〈霧騰し、寡占的市場が成立することによって、市場の失敗は、市場機構のもつ機

能的優位性に対する単なる「例外」としては処理しえない問題を提起することにな

った。したがって、市場機構それ自体のもつ規範性を改めて検討することは、経済
(5) 

学に対する今日的要請といわねばならない。

その場合、問題を次の二つに大別するととができる。すなわち、 (1)市場機構によ

って、諸個人の福祉ないし経済的公正にかかわる部分がどれだけカバーされ、どれ
(6) 

だけカバーされえないか、いいかえれば、アローのいう「市場の普遍性J (univer-
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sali ty of market s) をめぐる問題がそれであり、さらに、 (2)寡占的市場の成立に

より、完全競争市場の有する様々の規範性が変容をよぎなくされ、いわば市場機構

の「麻療」が生ずることによってもたらされる問題がそれである。前者は、たとえ

ば、公共財ないし環境問題に対する市場機構の限界およびそれに伴なう非市場機構

の導入の問題をその主内容として含み、後者は司寡占的企業の市場支配力の獲得に

より、経済理論上これまで与件と考えられていた事項・外生変数を、寡占的大企業

が自己の制御下に、すなわち内生変数化することによって、消費者諸個人に与える様

今の問題をその主内容として含んでいる。そして「完全競争的な価格メカニズムで
(7) 

カバーされえないような経済環境における資源配分様式の研究」を公共経済学の課

題として設定するならば、上述の問題の主要部分は、まさに公共経済学の課題であ

るといってよい。

本稿では、これらの問題を、市場機構に一つの規範性を付与してきた消費者主権

の問題を検討することを通じて一つのアプローチを試みる。なぜならば、消費者主

権は、市場機構の機能的優位性を主張する場合にも、市場の失敗を指摘する場合に

も、また明示的と暗示的とを問わず、アプリオリにその存在が前提とされることが

多かったのに対し、上述の問題は、いずれも、消費者主権の存在そのものおよびそ

の機能的限界を検討することなしには問題の核心に接近できないと考えられるから

である。そして消費者主権の非存在を極限的な形で示したガルプレイスの所論が、

現代経済学に対して一つの大きな意味を有するのは、この点をめぐってであるとい

ってよい。

(1) O. Lange， F. M. Taylor， 0.. the Economic Theorll of Socialis叫 1938(土

屡滑訳 F計画経済理論』社会思想社， 1951年， 82ページ)。

(2) F. M. Bator，“The Anatomy of Market Failure:' Quarterlll Journal of Ec-

。削mics，Aug. 1958. 

(3) A. C. Pigou， Economics of Welfare， 1920 p. 25. A. K. Sen，“On Optimising 

the Rate of Savi ng，" The Eco附冊目 Jourf叩1， Sept. 1961， pp. 487-9 • 

(4) もっとも、 19世紀中葉の古典的資本主義に台いても、厳密な意味での「完全競争は現実に

は存在せず……おそらくいまだかつて存在したこともなかった」といってよい (J.M. C-

lark，“Toward a Concept of Workable Competi tion." American Eco陶酔icRev-

ワ副
内
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iew， June 1940， p. 241)。

(5) 誤解を恐れずに首えば、 r資本給a体系を「資本制的生産様式が支配的ピ行なわれる諸社

会の宮は一つの〈膨大な商品集媛〉として現象し、個々の商品はかかる曾の原基形態とし

て現象する。だから、我々の研究は商品の分析をもって始まるJ(K.. Marx， Do. K，停-

iltil， Bd.I， 長谷部文雄訳 r資本輸』膏木文庫第 1:分冊、 1952年、 113ページ)という書

き出しで始めたマルクスの意図は、何よりもまず、資本制的市場機構の矛盾の分析にあっ

たといってよい。しかし、外部性や公共財の問題をも含めた近代経済学でのいわゆる「市

場の失敗J に対するマルクス経済学からの対応は必ずしも十分なものとはいえないように

思われる。その中にあって、たとえばM.H. Dobb， Welfi町 eE，印刷隅iC8 聞 d the Ec-

onomic. 01 Socioli.叫 1969(拙訳『厚生経済学と社会主義経済学』岩波書底， 1973年)

はその例外といってよい。

(6) K. J. Arrow，“Political and Economic Evaluation of Social Effcets and Exte-

rnalities，卸<" J.Margolis， ed.， The A制 II/.i.01 pt必licOutJ地t，1970， p・3.

(7) 膏木昌彦「公共経済学の課題J(建元正弘・渡部経彦編『現代の経済学2J日本経済新聞

柱、 1970年)12ページ。

(ll)ガルプレイスにおける消費者主権否定の論理構造

(1) (ガルプレイス体系の基本的特徴〕

経済学上の「通念j (conventional wisdom) 批判ということが、おそらく、ガ

ルプレイス体系の「導きの糸」であるといってよいが、市場機構の有する機能上の

優位性の前提をなす「消費者主権j (consumers' sovereignty)批判を展開し、「消

費者主権」に代わる「生産者主権j (producers' sovereignty)を自らの体系の基

底としていることは、すでに周知のごとがらに属する。 Lかし、第〔阻〕章で見る

ように、一般に、消費者主権概念は、きわめて不明確な規定のままで援用ないし批

判の対象とされていることが多く、概念規定の不明確さという点に閲する限り、ガ

(8) 
ルプレイスもその例外ではない。にもかかわらず、ガルプレイス体系における消費

者主権概念を検討することは、とりわけ、次の点において有意義であるといってよ

い。すなわち、 (1)消費者主権の対極概念としての生産者主権を体系の基底にすえ、

消費者主権の存在しない経済体制を極限的な形で示すことにより、逆に消費者主権
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の内包している諮問題を裏面から提示していること、 (2)必ずしも明確とはいえない

が、消費者主権の非存在・生産者主権の定着を、寡占経済との関連で、すなわち、
(9) 

資本主義の段階的相違との関連で把握していること、 (3)社会的アンバランス論にみ

られるように、公共財ないし環境問題に関する事実指摘をすることにより、消費者

主権と公共財ないし環境問題との関連を考察する際の索材を提供していること、が

それである。もっとも、ガルプレイスの著作相互間には、以下で見られるように、

一定の論理的ズレないし飛騒がないわけではない。しかし、むしろそれは、消費者

主権のもつ多様性を示すものであって、単なる論理的不整合として否定しきれない

問題を提示しており、上述の問題および市場機構の限界を考える際の素材としての
(1回

有益性を否定するものではない。 以下、 The Affluent Society， 1958， 2 nd ed 

1969; The New lndustrial State， 1967， 2 nd ed. 1971; Economics， P-
(11) 

eace and Laughter， 1971，に対象を限定したうえで、上述の問題を考察する。

(2) (The Affluent Society) 

消費者選好、およびそれを表示する需要曲線ないし無差別曲線の形状と位置は、

消費者個人の欲望ないし晴好を、経済理論における与件ないし外生変数とすること

によって、理論分析の対象外とすることが、経済学における従来までのー「通念」

を構成してきた。これに対して、ガルプレイスは、消費者欲望ないし晴好そのもの

は、寡占的大企業の制御領域内にあるものとみる。すなわち、生産者は、需要曲線

ないし無差別曲線を意図的にシフト・変形させうるほどの市場支配カを獲得してい

るのであり、欲望ないし晴好そのものは、経済理論における内生変数とすべきこと

をガルプレイスは指摘している。

もっとも、消費者欲望ないし晴好の非独立性に関しては、これまでにも他の論者

による問題提起がなかったわけではない。たとえば、ヴエプレンによる「慣習的な
(1目

みせびらかしの消費」としての「街示的消費」、「他人がどうあろうと自分はそれが

ほしいという絶対的な必要と、それを満足させれば他人よりも偉くなった気がする
(13) 

という意味での棺対的な必要」とを区別したケインズの指摘、個人の選好関数は自

己の消費の関数だけではなく、自己の接触範囲内のすべての人の消費の加重平均値

の関数でもあることをしめしたテ'ユーゼンペリーのいわゆる「デモンストレーショ
(14) 

ン効果」、財の効用は、その財を消費することによって直接生ずる「実質効用」と、

その財の所有を他人に誇示することによって生ずる「誇示効用」からなり、後者は
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(1国

ある範囲においてその限界効用が逓増することを示した高回保馬の指摘，現在と将

来との異時点聞での消資者選好に関し、他の消費者の選好によって，将来時点に対す

る自らの選好、自己の世代に属さない将来世代の消費に対する自らの選好が影響さ
(1回

れることを指摘した、センのいわゆる「孤立のパラドックス」論、など決して少な

くはない。

しかし、ガルプレイスの議論は、次の点において上述の議論と区別すべき特徴を

有している。すなわち、(1)r近代的な宣伝と販売術が、生産と欲望とをーそう宣接

的に結びつけており、宣伝と販売術の目的が欲望をっくり出すこと、すなわちそれ

まで存在しなかった欲望を生じさせるのであるから、自立的に決定された欲望とい
(1骨

う観念とはまったく相容れない」とするのがそれである。消費者の欲望には「その

個人自体から生まれるもの」と「個人のためにわざわざ作り上げられるもの」とが
(1副

あり、「生産者は財貨の生産と欲望の造出という二重の機能」をもっており、しかも、

その生産は「消費者どおしの見栄張り競争というような受動的な過程ばかりでなく、

宣伝とそれに関連した積極的な活動によって、生産は、生産によって充足されるべ
(19) 

き欲望をもっくり出す」。この、「欲望が生産に依存するようになる」状態を、彼は「依
(20) 

存効果J (dependence effect) と名づけているのであるが、見られるように、消

費者欲望の非独立性を、上述の論者のように対消費者間における外部効果としてで

はなく、対生産者聞における外部効果としで強調している点に留意しなければなら

ない。すなわち、消費者個人の選好関数の中に、生産者による広告・宣伝の作用力

が変数として入りこんでいることに特徴があるといってよい。そして、 (2)このこと

はそのような事態を可能にした生産者側の変化、すなわち寡占的大企業の成立とそ

れによる消費者欲望の操作・管理をその特徴とする「ゆたかな社会」の成立という
自1)

彼の「段階」認識を構成するー要素でもある。「ゆたかな社会」に対比して、「貧困、
(22) 

不平等、経済危機」をその特徴とする社会においては、あるいは、 「本当に飢えて
担割

いる人」にとっては、 「食物の必要について聞かされる必要はない」のであって、

そこでの消費者欲望は、 「その個人自体から生まれるもの」であって、対消費者間

での外部効果も対生産者間での依存効果も存在しえず、そこでの消費者選択は自発

性と自立性とを共に保持しているものとみなされている。ガルプレイスの展開して

いる文脈においては，理念型としての完全競争市場が近似的に成立しえたであろう古

典的資本主義ないし「貧しい社会」においては、消費者主権の存在は暗黙裡に前提
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されているといってよく、そこにおける市場機構は、消費者主権の存在によって一

つの規範性を付与されていた、といってよい。そして「ゆたかな社会」に対比さる

べき「貧しい社会」の市場構造およびそこでの価格メカニズムの機能が、ガルプレ

イスにあって必ずしも明示的とはいいがたいのは、 「新しい事実」を指摘すること

によって経済学的通念を批判するという、A叩 erican Cα.pitalism， 1952 (藤瀬五郎訳

『アメリカ資本主義』時事通信社， 1955年)以来の彼の叙述様式上の基本的姿勢によ

るものであって、寡占的大企業の現存という事実、 「ゆたかな社会」の成立という

事実そのものの指摘の方が、叙述様式上、第一義的重要性をもっと考えられている

ことによる。

(3) (The New Industrial State) 

rゆたかな社会』の叙述様式に比較し、『新しい産業国家』は、体系構成的な論理一

貫性をその持徴としている。そしてその中心概念は、 「計画化」であるといってよ

い。ここでいう計画化とは、 「何が生産さるべきかを決定する機構として価格や市

場に頼る代わりに、何が、どのような価格で生産され消費されるかを上から決めて
(24) 

かかること」を意味する。そして、 「成熟した法人企業は、それが物を売る場合の

価格と買う場合の価格を管理する手段をもっているのみでなく、さらに消費者がそ
由自

のような管理価格で買うものにまで管理を及ぼす手段をもっている」とみるのであ

る。これらの指摘は、たしかに、 『ゆたかな社会」における「依存効果」の継承と

いうべきものであるが、単に継承というにとどまらず、巨大企業における計画化を

中心に全経済組織が一元的に編成されて「大企業体制J( the i ndustri al system)ない

し「新しい産業国家J (the new industri al st ate) を形成するものとされている。

ガルプレイスによれば、現代経済においては、技術の巨大化の進む中で以下の五

つの要因、すなわち、♀生産開始から完成にいたるまでの時間の長期化、④必要資

本額の巨大化、⑥時間と資本との流動性の喪失、④専門的組織的な人的資源(テク

ノストラクチユア technostructure) の必要、④個人に代わる組織の必然化により、
但日

資本にとって計画化が必然となる。そしてこの計画化により、資本は、市場におけ

る不確定要因を、可能な限り自らの制御変数として自らの支配下に包摂し、長期安

定的な成長の維持を可能にする。具体的には、⑥「市場の止揚」と名づける垂直的

統合、⑥「市場の統制」と名づける売手独占ないし買手独占による市場支配力の発
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揮、 or市場の機能停止」と名づける価格と数量の長期にわたる契約、が計画化の
@カ

内容を構成している。このような計画化の担い手がテクノストラクチユアであり、

巨大株式会社からなる大企業体制に対して、国家および労働組合は、その計画化を

補完する形で大企業体制にピルト・インされ、かくして、テクノストラクチュアの

計画化が一元的に支配する一つの経済組織、 「新しい産業国家」が成立する、とい

うのがその主旨である。

このような状況の下では、 「経済のイニシアティヴが消費者にある」という想定、

「生産者が……結局は消費者の指示にこたえる」という意味で指示の流れる方向が

「個人から市場へ、市場から生産者へ」という因果連鎖、すなわち彼のいう「公認
(29) 

の因果連鎖J (accepted sequence) は、もはや、現代資本主義のリアリティーを十

分に描写しうるものではない。因果連鎖は逆転して「生産企業がその市場の支配を

めざして進み、さらには、外面上それが奉仕する人々の市場行動を管理し社会通念
(30) 

を形作るまでにいたる」という彼のいわゆる「新しい時代の因果連鎖J (revised 

sequence) が確立する。そこでは、消費者選好を表現する需要曲線ないし無差別曲

線は、 「関係する諸商品の背後にある販売戦術の一定時点における相対的な有効性
(31) 

を反映」宇るにすぎず、それらは販売戦術の従属変数にすぎない。したがって、消

費者主権ないし公認の因果連鎖は、現代資本主義における一つの神話である、とい

うのが『新しい産業国家』の基本視角である。

「新しい産業国家』における計画化のこのような一元的支配のもつ特徴は、 『ゆた

かな社会』の依存効果と比較するとき一層明白になる。すなわち、 「依存効果」は、
(32) 

(1)ハイエクが指摘するように、生産と消費との関係を、前者による後者の「決定」

(detenrnine) といった明確な表現を避けて、欲望が生産に「依存するJ(depend)と

か、あるいは、生産の「果実J(fruits)といった多分にあいまい性を内包する表現

がなされているだけでなく、 (2)依存効果を生じさせる媒介としての広告や宣伝は、

生産の消費に対する一方的な経路としてではなく、 r (諸資本聞の〕競争の戦術に

おいても重要であり、ある企業にとっての需要曲線を他の企業の犠牲において動か

したり、あるいは、製品の特殊性の程度を高めることによって需要曲線の形を変え

たりする努力を競争的企業は行なっている。欲望進出は、通常、そのような努力の
(33) 

補完的な結果である」。すなわち、ここでは、寡占的企業関競争の一手段としての広

告・室伝の意味が考慮されているのであり、いいかえれば、生産者の消費者に対す
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る操作・管理の程度そのものに対して一定の留保が、したがって消費者主権の否定

に対しでも一定の留保がなされているとみてよい。

これに対して『新しい産業国家』では、むしろ生産者の消費者に対する操作・管

理の「一方向の指示」が強調されており、留保は、そうした「新しい時代の因果連

鎖」の作用力の強度に対してよりは、むしろそれが作用する「領域」に対してなさ

れている。たとえば、 「大企業体制のタト一一大会社の範囲のタトーーでは、公認の因
。唱 曲目

果連鎖がいまでも支配している」という指摘や、 「計画化の空隙J (the planning 

lacunae) という表現による計画化の欠知領域の存在とそこにおける社会的アンノf

ランスの指摘がそのことを示している。そして、計画化に対するこのような限定と

計画化の一元的な浸透による「大企業体制」ないし「新しい産業国家」の成立は、

ガルプレイスにおける論理構成上の基本的姿勢によって規定されているといってよ

い。すなわち、ガルプレイスは、大企業体制ないし「新しい産業国家」を、ミード

旧日
が批判するような必然論として描写しているわけではないのである。それは、歴史の

必然にしたがって成立する不可避の現実というよりは、むしろテクノストラクチュ

アの計画化に抵抗する諸力を一切捨象した時に成立する一つの仮構としての経済体

制であって、消費者主権に対比さるべき生産者主権が支配する経済体制の一種の理

念型として描かれているのである。 そして「計画化の空隙」という表現によ

って示される領域の存在は、こうした理念裂によっては包摂しきれない現代資本主

義の多面的な現実の残澄とみなさるべきものであって、 「大企業体制」ないし「新

しい産業国家」は現実の現代資本主義そのものの表現ではないとみるべきであろう。

(4) (Economics， Peace and Laughter J 

用語としての消費者主権と生産者主権を明示的に対置させ、具体的な事例によって

両概念の比較を試みていることが『経済学・平和・人物論』所収論文(とりわけ第

4 .9章)の特徴である。消費者主権と生産者主権の対比は、前述の r新しい産業

国家』における「公認の因果連鎖!，Yと「新しい時代の因果連鎖」の対比に類似して

いるが、ここでは、そのような理論上の前提の相違が、現実の経済的事実をいかに

説明づけるかに関して決定的な相違がもたらされることが示されている。

ガルプレイスは、現代資本主義の諸問題にアプローチするにあたって、生産者主

権を論理展開の基軸としなければならないことを指摘しているのではあるが、それ
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は、規範的な意味で、生産者主権を「是認」しているのではなく、現代資本主義の

実態を描写するにあたって生産者主権の存在を「前提」にしなければ、そこに描か

れる経済像は一つの虚構にすぎないとみるからである。新古典派モデルにおいては

「あらゆる変化が市場を通じて伝達され……大きな程度の市場外の説得が行なわれ

たり、それによって生産が消費者によって求められた変化をうけいれることを余儀

なくされるとか、生産者によって求められた変化を消費者がうけ入れるという制約

。司
がなど…最終的指示は個人からくる」とみられているのに対し、自らの立場を「大

きな程度の究極の適応が生産者に対して行なわれ…・一個人の欲望は……それを供給

する機構の命令に依存しており、このような適応の実践的な現れとして、生産的企

業は市場においてそれ自身の価格を左右する。そして企業はこのような支配を越え

曲目
て進み、消費者を説得して、適当な対応的な行動をとらせるようになる」とする生

産者主権を、論理展開の前提として設定している。

論理展開におけるこのような前提の相違は、たとえば、以下にみられる八つの事

態の評価に対して全く築なった帰結をもたらす。八つの事態とは、すなわち、①テ

レビの豊富さと住宅事情の悪さにみられるような、財貨生産の組み合わせのアンバ

ランス、②経済的次元と文化的次元における前者の優位性と後者の抑圧、③公共財

と私的財とのアンバランス、④軍事的財貨・サーピスの拡大、⑤環境破壊、⑥私的

財貨消費の病的な拡大、消費の上限界の無制限な上昇、⑦所得の不平等、⑥消費者。9)
の市場行動に対する過信、である。ここで、新古典派モデルにおけるように、消費

者主権の存在を前提するならば、上述の八つの事態は、消費者の合理的な選択の結

果として是認され、それらは、消費者の厚生に対する否定的要因とはみなされない

のに対して、ガルプレイスのように、生産者主権の存在を前提するならば、上述の

八つの事態は、消費者の合理的・自立的な選択が阻止されていることの結果として

生じたものであって、そこでの消費者選択は、生産者によって操作・管理されたそ

れであり、生産者による制御の下で事後的に顕示された限りでの選択にすぎない。

したがって、上述の事態は、本来的な消費者選好が実現されえていないことの反映

ということになる。

これまでの議論から、われわれは、以下との関連で次のような問題を設定するこ

とができる。すなわち、 (1)ガルプレイス体系においては、消費者主権と生産者主権

の対比がしばしばなされているにもかかわらず、比日食的表現を別とすれば、その概
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念規定はきわめてあいまい性を含んでいるといわざるをえない。とりわけ、消費者

主権および消費者選択の自由あるいは消費者選好の自立性は、相Eにいかなる関連

を有するのか、 (2)消費者主権が問題にされる場合に、たとえば上述の笹沼港〉にみら

れるように、市場機構内部における私的財だけでなく公共財ないし環境もが問題に

されたり、あるいは、②のように消費者の生活パターンを規定する「文化」の問題

までがその対象とされている襲、われわれは、消費者主権の対象領域をどのように

考えるべきであるのか、また、消費者主権はそれぞれの領域においていかなる制約

をうけるのか、 (3)かりにガルプレイスの指摘するように、消費者主権がすでに存在

していないとすれば、消費者主権の実現されるための条件、メカニズムはいかなる

ものであるのか、またそれは経済体制の相違といかなる関連を有するのか、がそれ

である。以下われわれは、主として、 (1)の問題を第 (ill)章で、 (2)(3)の問題を第

(lV)章において検討することにする。

(8) ただし本稿においては、さしあたり第〔田〕章までは消費者主権の厳密な規定を行なわず

に叙述をすすめる。

(9) ガルプレイスによる「ゆたかな社会」の段階規定は決して明磁とはいえない。ガルプレイ

スの所鎗をも含めて、現代資本主義と段階規定の問題に関しては、さしあたり拙稿「現代

資本主援の特徴j (尾上久雄編 r経済体制論』有饗閥、 1釘3年、第4:1ま)を参照されたい。

n帥 この点で、われわれの立場は、たとえばR.M.ソローによって代表される立場とは基本

的に異なる。彼は、 “11Ie New Industriol 5tate .or 50n of Affluenee;' The PU-

blic lnte問 SI. Fall 1967. において、ガルプレイスの機論が「一つの誇張であり H ・H ・何

のliE拠も示していないJ (p. 105)として、ガルプレイスの問題提起そのものを否定して

いる。

ω J.K. Gallraith.， The A/lluent Society. 19関.2 nd ed. 1969 (鈴木哲太郎訳'ゆたか

な社会a岩波書庖.1960年，第2版.19何年)以下Galbraith (1) とE書記し引用は第2

版による。 TheNew lndustriol Stote. 1967. 2 nd. 1971 (都留重人監訳r新しい産業国

家』河出書房新社.19臼年，第2版訳、 1972年)以下Galbraith[ll)と略記し引用は第2

版による。 Eco制 miCB，Peoce 醐 dLoUIJhter. 1971 (小原敬士他訳『経済学・平和・人物

}論」河出書房新卒土.1972年)以下Galbraith[皿〕と略記。

日目 T.B. Veblen. The Theo旬。.1Lei.u問 Closs.1899(小原敬士訳 r有閑階級の理論」岩
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波文庫、 1961年、 85ページ)。

U3l J. M. Keynes， E..o:y. in Per.uo.ion， 1931 (救仁郷繁訳 r説得陣論集aペりかん社，

1969年，'1">7ページ)。

(14) J. .S. Dusenberry， ]ncome， So'Vin(J ond Ihe Th四 rll01 Con.umer Beho'Vior， 1949(大

館一郎訳 r所得・貯蓄・消費者行為の週鎗』厳松堂、 1955年、;'1--'11"ドジ)。

ミシャンも同様の指摘をしている。 E.J.Mishan， Growlh: Ihe price we 
pOIl. 1969 (都留重人監訳『成長の代価』岩波書底、 1971年、 174ページ)。

間高田保馬『消費函教の研究』有斐閥、 1957年、$.-16ページ。

(1岬 A.K.Sen，“On Optimising the Rate of Saving，" The Economic Journol. Sept. 

1961， pp. 487-489. 

日胃 J.K. Gallraith (1) ，邦訳、 149ページ。

(1国同上、 149-150ページ。

(1叫同上、 150ページ。

但叫向上、 152ページ ミシャンにも同様の指摘がみられる。 E.J.Mishan.
。op.cit.，邦訳164ページ。

t2D 湖町を参照。

担2) J.K. Galbraith (1 J，邦訳， 5ページ。

側同上、 151ページ。

ω J.K. Galbraith (n J、邦訳、 54-55ページ。

自由同上、 295ページ。

E日同上、 39-43ページ。

E司向上、 57-61ページ。

自由 ガルプレイスによれば、国家は、テクノストラタチュアの計画化の及びえない領域である

総需要の管理、専門的人材の供給、賃金・物価の悪循環の調整、巨大技術開発のリスク負

抱をすることによって大企業体制の一環として組み込まれるものとみている。また労働組

合は、全般的賃金上昇により、かつてA脚 f"ic師 C叩 iloli.m， 19招(藤瀬五郎訳『アメリ

カの資本主義a時事通信社、 1955年、第9. 10章)で提起した「捻抗力~ (ωuntervai・

Iing power)としての役割を畏失した、とみている。これらの点に関しでは、さしあたり

拙稿「寡占経済体制論J (伊東光晴・新野幸次郎編 r寡占経済論』有斐閥、 1970年、第4

意)を参照されたい。

開 J.K. Galbraith (n J，邦訳、 294-295ページ。

自由同上、 296ページ。
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国1) 同上、 304ページ

曲目 F..A. Hayek， "The Non Sequitur of Dependence Effect，" Southern Econo冊目 J-

ournal， Apr. 1961. 

白3) J.K. Galbraith [1)，邦訳、 154ページ(傍点は引用者)。

側 J.K. Galbraith [n J，邦訳、 296ベージ。同様の主旨のことが第2版へのまえがきの中で、

批判者に対する弁明として新しくつく加えられている(邦訳、 16-17ページ)。

自由同上、第31章。

。6) J. E. Meade，“15 .τlte New Industial State' Inevitable?" Economic Journal， J-
une 1968. 

田町 J.K. Galbraith [町J，邦訳、 90ページ。

側同上、 93ページ。

侶田岡上、 107-113ページ。

制1) r文化」の問題をも含めて総体としての社会体制の中で消費者主権の問題を位置づけよう

とした興味深い試みとして、いわゆるラデイカル・エコノミストのーメンバーと目される

H. ギンティスの次の論文がある。 H.Gintis，“A Radical Analysis of Welfare Ec-

onomics and Individual Development，" Quarterly Journal of Economics， Nov. 1972. 

(illJ 消費者主権概念の再構成

(1) (消費者主権の諸類型〕

経済理論において用語としての消費者主権が明示的な形で初めて現われたのは、

(41) 
1934年のハット論文においてであるとされているが、彼はそこにおいて、民主的政

治機構との対比において、資源配分の究極的な支配力としての主権(sovereignty) 

を有する消費者と、それに奉仕・服従する「家来J (subj ect) としての生産者を対

置させている。しかし、前章での行論からもわかるように、われわれがここで問題

とすべきことは、まさに「究極的支配力」の内実であるのに対して、彼の場合には、

それは比喰的表現の域を越えるものではなかったし、現在においても状況は必ずし

も大きく変っているわけではない。しかし、概念規定上のそのようなあいまい性を

(42) 

内包したまま、 「市場経済においては、つねに消費者主権の前提がなされている」

といってよい。そして、それは、消費者主権が、実現されるべき一つの目標として
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の「規範的」な用法としての場合も、また、現実に市場経済において消費者主権が

実現されているとする「叙述的」な用法としての場合にも、状況はほぼ同じである。

たとえば、 (1)ガルプレイスは、 r (消費者〕個人が経済制度における支配カの最
(43) 

終的な源泉である」とする立場を、消費者主権ないし「公認の因果連鎖」と考えて

いる。もちろん、 「支配力の最終的な源泉」がいかなる媒介項を経て、現実に、消

費者の「主権」が実現されるかということこそが問題ではあるが、消費者主権の抽

象的・一般的規定それ自体としては、この規定はきわめて明快である。これに対し

て、 (2)ハリスの消費者主権把握によれば、 「購買者が、個均にではあるが、何百万

という全体として価格に反応し、同時に価格を変化させる。消費者は、自らのドル

によって投票を行なう。購買者は、選択をすることの中で相対的な価格によって自

(4岨
ら誘導きれながら、生産資源の配分を方向づける」ことが消費者主権の内容を成す

ものとされている。すなわち、この規定は、市場における消費者選択という具体的

行動によって資源配分がある一定の方向づけを受けることをもって消資者主権の存

在を確認しているといってよい。さらに、 (3)ガルプレイスがしばしば自らの批判対

象としているサムエルソンによれば、 r <何が〉作られるかということは、消費者

たちのドル投票によってきまる。それも、投票場で2年に一回というような方法に

(4日
よってではなく、あれではなくこれを買うという彼らの毎日の決定によってである」

ことが消費者による主権の行使の内容とされているが、しかし、彼の場合には、「消

費者の投票はそれ自体では〈何が〉生産されるかということを決定はしない……需

要は財の供給と出会わなければならない。そこで、企業の費用を考慮した供給決定

が、消費者の需要と合わせて、 〈何を〉という問題を決定するのに一役をか句」と

いう留保が付されていることに留意しなければならない。

すなわち、ガルプレイスによる規定は、ハットと同様、経済における究極的支配

力の担い手としての消費者およびそれの有する主権を、きわめて一般的な形で規定

しているにすぎず、その具体的発現メカニズムの分析を欠いているのに対し、ハ

リスの指摘は、対象を市場における消費者選択に限定している点で、消費者主権の

具体的規定とはいえるが、市場における消費者選択が、資源配分をいかにして規定

するかというさらに具体的な媒介メカニズムの規定を欠いていると同時に、サムエ

ルソンと同じく、対象を市場機構内部における私的財に限定している点は、第(NJ

章で明らかになるように重要な問題点、を残すことになる。これに対して、サムエル
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ソンの規定は、市場における消費者選択が、必ずしも消費者の選好をそのまま実現

しえない事態を、生産の側からの制約条件という形で示している。すなわち、彼の

指摘は、市場における消費者選択は、何らかの制度的条件なしには、消費者主権を

そのまま直ちに実現しうるものではないことを合意しているといってよい。したが

って、われわれは、まず、市場における消費者選択の自由と消費者主権とを一応理

論的に区別した上でその相互連闘を考慮しなければならない。

(2) (消費者主権と消費者選択の自由〕

上述でのいくつかの規定に対比して、グロスマンによる規定は、消費者主権と消

費者選択の自由を明確に区分した数少ない例外といってよい。彼によれば、 「主権

とは、生産決定の終局的なよりどころに関すること」であり、 「消費者選択は、生

相司
産された消費財が世帯聞に分配される方法に関すること」である。したがって「何

が生産されるのかを究極的に決定するのが……もし消費者であり(たとえば、市場

において有効需要を働かせることによって)かっ生産が消費者の選好に密接に適合

(4曲
している」ならば、消費者主権が支配しているとみなしうるのに対し、 「世帯が、

消費者としての資格で、購買の対象となりうるどんな財貨をも自由に購入できる

住田
(もちろん、世帯の購買力ないし信用の範囲内で)Jならば、消費者選択の自由が存

在することになる。すなわち、消費者選択の自由は、所与の所得を前提として所与

の市場において消費者が自立的・自発的な選択を行ないうるか否かを問題にしてい

るのに対し、消費者主権は、必ずしもその対象領域を市場機構内部における私的財

に限定していない。すなわち、 「生産決定の最終的よりどころ」という場合の生産

の概念は、それ自体では、公共財ないし生活基盤としての環境をも含みうるより一

般的な消費ないし享受の対象の設定を可能にするものといえる。そして、消費者主

権は、それら広汎な消費ないし享受の対象に対して、消費者選好に適合する仕方で

生産が行なわれるか否かを問題にしているのである。いいかえるならば、消費

者選択の自由は、消費者主権の実現を可能にするためのー要因を構成しているに

すぎず、前者の成立は後者の成立のための必要条件ではあるが十分条件ではない。

したがって「何をどれだけ生産するかを、中央の計画者が自分で決定し、消費者に

主権を与えることを拒みながら、小売の段階では、もちろん各世帯の所得の範囲内

で、自由な選択によって、消費財を個々の世帯に分配するJ という「消費者主権の
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自国
欠如と消費者選択の自由の存在 」の組み合わせや、ロピンソンの指摘するように、

「資本主義体制と全く同様に生産者主権であり、生産者が提供するものを消費者に
恒目

受け取らせるための販売強制の初歩的形態を発展させ始めている」ようなタイプの

社会主義経済、すなわち消費者主権と消費者選択の自由の両方が共に存在しないよ

うなタイプの社会主義経済のーバリアントも、理論上は存在しうるといってよい。

いいかえれば、消費者主権が成立するためには、単に市場における消費者選択の自

由を保障する条件だけでなく、市場の外において消費者選好の実現を保障しかっ市

場機構それ自体を制御しうるような、市場機構を越えた何らかの機構ないし枠組み

が必要とされるのである。この意味で、消費者主権の問題は、本来的に、それらの

機構ないし枠組みの組織化の問題や「市場の失敗」をも包摂しうる概念であり、公

共経済学との接点をもたざるをえないのである。

上述のことは、スミスのいわゆる「見えざる手」による予定調和や、それの現代

的表現である「すべての競争均衡はパレート最適点であり、すべての最適点は競争

侶目
均衡である」という、いわゆる「厚生経済学の基本定理」で示される議論が、直接

的に消費者主権の実現を意味するのではない点に留意すぺきことを示している。消

費者選択の自由は、すぐれて市場機構内部における問題であり、したがってそこに

おける経済的効率性を対象とする厚生経済学とかかわるのに対し、消費者主権は、

よりトータルな存在としての消費者を問題とし、市場機構を越えた領域における消

費ないし享受をも問題にするという意味で、厚生経済学を越えて公共経済学とのか

かわりをもつものといえる。もちろん、このことは、消費者選択の自由のもつ重要

性をいささかも減ずるものではない。なせゃならば、現代資本主義においては、 「市

場の失敗」の表現で示されるような市場機構を越える領域での消費者主権の非実現

と同時に、市場機構内部において消費者選択の自由を制約する様々の条件が構造的

に定着し、消費者主権実現のための必要条件の重要な一環がほりくずされているか

らで、ある。

(3) (消費者選択の自由と識別問題〕

市場において顕示される消費者行動は、基本的には、消費者自らの選択の結果を

示すものといってよいが、しかし、このことは、消費者の選択が、強制や抑制のな

い、自立的・自発的なものであることを必ずしも意味しない。消費者選択の自由が
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消費者主権の重要なー構成要素となりうるためには、選択の自立性・自発性が確保

されていなければならないが、われわれは、この問題をローゼンパーグにしたがっ

師団
て次の二つに分類して考えることができる。すなわち、 (1)消費者が、自らの欲望を

満たすのにふさわしい財を市場において見分け識別できるだけの十分な a情報ないし

知識と能力をもっているか否か、 (2)消費者は自らの内発的・本来的な欲望を正しく

判断できるか否か、である。これら二つの問題は、通常、 「識別問題J (identi fi -

cation problem) とよばれているものであるが、消費者選択の自由は、これら二つ

の問題に対して肯定的な解答が得られるときにはじめて消費者主権のー構成要素と

しての意味をもっといってよい。しかし、この両者はいずれも、現代資本主義にお

いては、大きな制約を受けているといわなければならない。

(1)に関していえば、理念型としての完全競争市場における定義としての完全知識

を別とすれば、古典的資本主義においでさえも、財に関する消費者と生産者のもつ

情報の量と質は決して対称的ではない。とりわけ、技術進歩と生産諸力の発展によ

る消費財の範囲と多様性が増大している現代資本主義において、価格競争に代わっ

て非価格競争が競争の有力かつ主要な手段として定着していることを前提として認

国司
めるならば、シロス=ラピーニの指摘のようには「製品差別型寡占J (differenti-

ated oligopoly) の存在の意味を簡単に捨象することはできない。消費者のもって

いる潜在的選好の一部を表層に押し出し、他の一部を深層へ押し戻すような、生産

者による操作・管理を通じて、消費者のもつ情報ないし知識が一定のバイアスを受

け、消費者は自らにとって必要な情報ないし知識を容易には得られないという、シ
(5日

トフスキーのいわゆる「情報不足市場J (the uni nformed market) が広汎にみら

れるようになる。逆に、生産者と消費者の簡における情報のこのような非対称性の

存在が、生産者による消費者欲望の開発を成功裡にすすめる一理由をも形成してい

る。その意味て¥情報不足市場と寡占的支配の成功は、相互補完的な関係にたって

いるといってよい。

(2)は、すでに第 (IIJ章でもふれたように、消費者の選好を規定する消費者欲望

が、消費者自身の本来的欲望から生じた自立的・自発的なものであるか否かに関連

している。すなわち、消費者欲望が、何らかの外部効果によって一定のバイアスを

受け、しかもそのバイアスがバイアスとして意識されない状態の存否が問題とされ

る。この外部効果はさらに次の二つに類別される。すなわち、①消費者聞における
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外部効果、消費者個人の選好関数の中に他の消費者の消費量や消費物が変数として

入ってくる事態、②消費者と生産者との聞の外部効果、消費者個人の選好関数の中

に生産者による広告・宣伝などによる操作・管理による影響が変数として入ってく

る事態、がそれである。①は第 (ll)章ですでに述べたようなヴェプレン、デュー

ゼンペリー、ケインズ、高田保馬、センなどの指揺lこみられたように、消費者選好

の自発的・自立的な側面が失なわれ、消費者が自らの本来的欲望が何であるかを知

りえないことをその主要な内容としているが、これは、消費者の単なる主観的・心

理的次元の問題としては処理しえない論点を含んでいる。すなわち、①のような消

費者選好の不確定住は、②における寡占的企業による消費者欲望の操作・管理の前

提条件を構成しているのであって、それは、寡占的企業による大量生産の対応物を

構成している。すなわち「消費者個人は、彼の欲するいかなる財の集合によっても

自らの買物かごを満たす自由が依然与えられてはいる。しかし、彼の選択する財の

信胃
性格は、大多数の人の晴好や欲望によって彼に押しつけられたものである」という

だけではなく、ハンセンの指摘するように「消費者の欲望はもはや個人的選択の問

恒副
題ではなく、それは〔生産者によって〕大量生産されるのである却したがって、

「生産が少数者の晴好を無視し多数者に適合するものにまず第一に迎合するような

自由
傾向を増大させる」といった事態は、現代資本主義においては、決して例外的事例

て勺まない。

ガルプレイスの「依存効果」ないし「新しい時代の因果連鎖」は、上述のような

事態を、一つの理念型としての「大企業体制」ないし「新しい産業国家」として極

限的に示したものといってよいが、彼における消費者主権の否定は、上述の議論か

らわかるように、識別問題、とりわけその中の (2)の②を主な対象としたものであ

るといってよい。もちろん、消費者選択の自由の否定要因は、消費者主権の必要条

件に対する否定要因であり、その限りでたしかに消費者主権の否定ではありうるが、

消費者主権の多面性を考慮するならば、ガルプレイスによる否定は、否定のあり方

としては、きわめて不十分なものといわざるをえない。しかも、消費者主権の問題

を、主として市場機構内部における消費者選択の自由に限定してしまうならば、公

共財ないし環境に対する消費者選好という、すぐれて現代的課題に対する有効性を

欠いてしまうのであって、第 (W)章でふれるように、彼の「社会的アンバランス

論」の不明確さもここにその一因を求めることができる。
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〔町〕 消費者主権と公共経済学

(1) (消費者主権と社会的アンバランス論〕

私的財とは異なり、公共財あるいは生活の基盤を構成する環境は、一般的に、「非

競合性」と「非排除性」をその特徴とし、市場そのものが成立しえないことによっ

師団
て私的財と区別される。しかし、私的財と同様、それらは消費者個人による消費な

いし享受の対象であることにはちがいがない。しかも、消費者主権の問題に関して

いえば、市場機構を通ずる私的財に関してよりも、むしろ非市場機構を通ずるそれ

らの財に対する消費者選好の問題こそが消費者主権の現fC-的課題であるといってよ

い。ガルプレイス体系の中においては、いわゆる「社会的アンバランスJ (social 

unbalance)論がこれと関連する。

@ (The Affluent Society) 0 r私的に生産される財貨およびサーピスの供給
値目

と国家によるそれとの聞の満足な関連」を「社会的バランスJ (social balance) 

と呼ぶならば、 「ゆたかな社会」は、この社会的バランスを喪失していることをそ

の特徴としている。彼によれば、 「豊富な分野と貧弱な分野との境界線は、私的に

生産・販売される財貨と公共的なサーピスとの区別にほぼ等しい。前者が豊富であ

ることと後者が貧弱であることは、驚くほどの対照をなしている。ぞればかりでな

く、私的に生産される財貨が豊富なことは、公共的サービスの供給の危機をもたら
植田

す大きな要因にもなっている」。このような私的財と公共財とのアンバランスを事

実として指摘した上で、彼は、その主要な理由のーっとして、私的財に対する「依

価割
存効果」の成立と公共財に対するそれの不成立、 「依存効果」による私的財向け需

要の増大と公共財向け財源のひっ迫を対比させている。ガルプレイスによれば、そ
幅品

もそも「消費者は公共財と私的財との聞の自立的な選択」を行う条件を有していな

いのであって、その帰結として、たとえば「自動車道路よりも自動車の方が重要視

され......家庭用真空掃除機カf尊重されるのに、道路用掃除機は不幸な支出とされ…

担割
…われわれの家はきれいで道路がきたない」といった事態がもたされるのである。
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彼によるこの社会的アンバランス論は、まず何よりも事実としてのアンバランス

の存在を指摘することに力点がおかれていて、アンバランスを生起させるメカニズ

ムそのものについては必ずしも明確な分析はないといってよい。すなわち、ガルプ

レイスによれば、社会的アンバランスの主要な原因は、私的財に対する依存効果を

通ずる消費需要の増大であり、このアンバランスを阻止する貝体的政策手段は、彼

によれば「売上税」設置による必要以上の消費需要のセーブと、売上税による財政
(66) 

資金の豊富化によって公共部門を拡大すること、に求められている。しかし、われ

われは次節以降との関連で次のことをここで指摘しなければならない。すなわち、

(1)もしも「消費者が公共財と私的財との間の自立的な選択」を確保しなければならな

いとすれば、現存の生産構造およびそれによる「依存効果」を前提にして「売上税」

による私的財の消費需要を削減することよりも、論理的には、まず第一に、依存効

果を生み出している生産機造そのものが問題とされなければならない。そして第二

に、それと同時に、公共部門に対する消費者の自立的な選好を顕示し実現させうる

メカニズムを新たに創り出すことが問題にされなければならない。ところでガルプ

レイスは、 (2)この社会的アンバランス回復の決め手として、国家の介入および財政
信司

の膨張を一般的な形で指摘しているのであるが、その場合には、消費者の自立的な

選好の顕示される「場」そのものの創出が国家の介入と結びっくメカニズムを具体

的に明らかにしなければならない。なぜならば、市場機構において解決しえない問

題を計画機構にゆだねるだけでは「市場の失敗」や「市場の外部性」に対比さるべ

(6団
き「計画の失敗」や「計画における外部性」を何ら排除してはいないからである。

⑧ (The New Industrial State > 0 rゆたかな社会』における社会的アンバラ

ンス論は、ある意味で『新しい産業国家」に継承されてはいるが、しかし、その位

置づけはかなり異なったものとなっている。第 (ill)章でもふれたように、ガルプ

レイスは巨大法人企業におけるテクノストラクチュアが、自らの目標である「安定

師団
と成長」の実現のために、個別企業内部のみならず、国民経済全体をも包摂しうる

ような一元的な「計画化」の支配が「大企業体制」ないし「新しい産業国家」を成

立させる、とみるのであるが、そこでは「大企業体制の顕著な業績は、すべてこう

例)
した計画化の結果である」とみなされている。すなわち「計画化」を一つの基底概

念として成立する理念型としての「大企業体制」ないし「新しい産業国家」がきわ

めて極限的な形で描写されているといってよい。しかし同時に、 「計画化の空隙」
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という表現の下に、都市問題、住宅問題を含む生活環境の混乱が具体例として示さ
。)

れている。 r一部の場所では、市場の反応がいぜん生きている。他方、非常に広範

な分野では、そうした反応に頼るととはできない。そこでは、市場は、需給の多少

とも包括的な計画化に道をゆずらざるをえない。……計画化が要請されているとこ
(72) 

ろで市場に頼るということは、どうにもならぬ混乱を招くことになってしまう」と

いう指摘はそのことの表明でもある。しかし、このような見方は二重の怠味で問題

である。すなわち、 (1)テクノストラクチユアの計画化が一元的に経済社会全体を貫

徹するものとする「理念型」としての「大企業体制」ないし「新しい企業国家」に

とっては、上述のような事態は、体系にとってのいわば「異物」を示すものであり、

「言十画化の空隙」という表現が示すように、それは体系構成上の不整合を示すもの

(73) 
といってよい。逆に、 (2)上述のような事態そのものを重視するというのであれば、

単に「計画化の空隙」といった形での問題設定では不適切であるといわねばならな

い。むしろ、それは、 『ゆたかな社会』における社会的アンバランス論のように、

現代経済における重要な経済問題のーっとしての位置づけが与えられなければなら

ない。

しかし、 『新しい産業国家』における新しい論点は、むしろ彼が「審美的J (a-

esthetic) 次元の問題とよぶものにあるといってよい。すなわち、それは、人間の

もつ芸術への志向に代表されるように、経済的財貨・サーピスとは異質のものに対

する欲求に関わる問題であり、それと経済的欲求とのアンバランス、ないしは、前

者の後者に対する立ち遅れがその内容をなしている。しかも「審美的目標を強調す

(74) 
ることは、消費者の管理に大きく干渉すること」であるという意味て¥この両者は

相対立する関係にあり、審美的目標は、 「景観よりも動力線を、自然や河川や国立

公園よりも水力開発を、都市空間より高速道路を、自然の山々より鉱石採取を、歴

史の雰囲気をのこす広場よりショッピング・センターを、そして地上の静寂より高
。日

速の空の旅を、それぞれに求める要求と競合する」。もちろん、これらは、広義の社

会的アンバランスといってよいが、トータルな存在としての消費者の多面的選好を

問題にしていると同時に、経済的財貨・サーピスおよびそれとは異質かっ多面的な

「審美的」次元への志向をどのように比較・評価するかという、かつて「効用の個
。日

人間比較の否定」によって提起された問題に類似したより困難な問題を再びもちこ

むことになる。

唱

i
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@ (Economics. Peace and Laughter)。第1章「経済学と生活の内容」お
。骨

よぴ第9章「公共建築と公共工事に関する若干の省察」は、いずれも、 『ゆたかな
。副

社会』における社会的アンバランスを確認した上で、 『新しい産業国家』における

「審美的」次元の問題を具体的に適用したものといってよい。 r経済問題が解決さ

れるとともに、人々は、環境の美ということにますます関心をいだくようになり、

人々は、財貨の獲得から、その財貨をエンジョイしうる環境の獲得へとすすむよう

になったと思われる。しかし、経済的業績と美的な業績との調和は、考えられない。

『冊
その反対に、少なくとも目先きの問題としては、矛盾を考えなければならない」。

このような認識を前提として、たとえば、 「生活空間を気持ちのよいものにしよう

とするならば、商工業を生活空聞から分離することは不可欠のことであり、製鉄所

もサーピス・ステーションも審美的にみでありがたい隣人ではない。それと同むよ

うに、よい劇場やよい音楽は、ムードの保護が要る。それらのものは、下剤の宣伝

個師
のための音楽騒ぎと隣り合わせにしたらうまくゆくはずがない」という指摘や、あ

るいは「効率ということは、都市の交通計画や超高速道路の設計の美学に反対する

有力な権利をもってはいない。しかし、安い費用での機能だけを強調する建築業者

が住んでいる煉獄は、道路を完成したときに自分たちの仕事が終るのだということ

をいまなお信ピており、そして自分たちの道につづいてくる広告業者という握の虫

害を除くために働こうとしない道路設計者や建設業者もいれられるように拡げてお

個1)
くにちがいない」という指摘は、それが単に事実指摘に終っているという、すでに

触れた批判点が妥当する。しかし、これらの事実指摘を素材にして、われわれは、

以下の第 (2)(3)節との関連で、消費者主権の問題に関し次のような問題を設定する

ことができる。まず、(1).単に公共財というだけでなく、より広義の概念としての環

境に対して、ぞれの消費者・享受者である消費者の選好がいかにして顕示されうる

のか、私的財に対する選好の表示に対比される公共財ないし環境に対する選好の

「場」はいかにして設定されるべきであるのか、 (2)審美的次元の問題をも含めて、も

しも「経済的成果の査定基準が、われわれがどのくらい沢山のものをつくるかとい

うことではなく、生活をまあまあの状態、もしくは快適な状態にするために、いか

個却
なることをやっているか」が問題であるとすれば、ここでとりあげられるべきこと

は、市場における特定のー財に対する選好ではなく、消費者の「生活パターン」を

規定する質的「構造」をもった、ロピンソンのいう「一撃」の財の選好が問題とされる。
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すなわち、ある生活パターンと他の生活パターンとの聞での選択問題が新たにとり

あげられなければならない。

(2) (消賞者主権の対象領域の拡大と制約条件〕

市場機構内部での私的財に関して、消費者主権は、そのー構成要素である消費者

選択の自由が、 「識別問題」でみられたような制約をうけているために、消費者選

好は、結果的に必ずしも消費者主権を満たすものではないのに対し、公共財ないし

環境に対する消費者選好は、まさにその選好が顕示さるべき「場」を容易にもちえ

ない点にその特徴があるといってよい。しかも、そのように、消質者の本来的な選

好が顕示されうるメカニズムを持ちえないことから生ずる様々の事態が、現代資本

主義におけるきわめて重要な経済問題を構成しているといってよい。したがって、

消費者主権の問題を、従来の伝統的な市場機構の領域だけでなく、非市場機構をも

含めた領域へと拡大することは、消費者主権論の現代的課題であるといえる。

私的財と異なり、公共財は、ある個人がその用役を享受しているとき、他の個人

に対しでもその問。用役が同時に提供されるという「非競合性」と、その用役の享

個品
受を何れの個人も妨げられないという「非排除性」をその特徴としている。また、

公共財は、その用役の享受者すべてに対して同ーの数量が与えられるために、各個

人の選好の相違は、それだけの数量の公共財に対する需要価格の相違として現われ

るはずであり、したがって、社会全体の需要曲線は、個々人の需要曲線を「タテに」

合計することによって得られるはずである。そして、もしも、公共財に対するこの

ような選好を知りうるならば、それは、何らかの計算価格により市場機構を通ずる

ことによって私的財と類似した経済的調整がなされることを期待できる。しかし、

公共財の特徴は、まさに、個々人の需要曲線そのものを知ることができず、したが

って適用すべき計算価格自体が存在しない点にある。いわゆる「タダ乗り J (free 

-rider)の問題はこのことの端的な表現である。

このことは、逆に、消費者の側からみれば、自己の選好を顕示することに対する

世田
様々の制約という形で現われる。まず、(1)、公共財ないし環境に対する選好は、そ

れが有効な形で顕示されるためには、一定の費用を必要とする。市場機構を経ずに

自己の選好を顕示するということは、対計画機構あるいは対生産者など当事者どお

しによる何らかの形の「交渉」を含まざるをえず、そのために必要とされる経済的
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-非経済的費用は決して無視しえない。しかも、これらの費用に伴なう実質的費用

は、消費者諸個人の所得水準との相対関係によって規定される。したがって、低所

得グループに属する消費者は、高所得グループに属する消費者に比較して、自己の

選好を顕示することに対する費用面での制約条件が相対的に大きいといってよい。

たとえば、彼らの欲求はそれが事後的に顕示された選好としてみる限りでは、好ま

しくない環境ないし公共財提供を是認する方向にバイアスがかかる傾向があるとい

えよう。そして一般的に選好顕示化のための必要費用が大であればあるほど、事後

的に顕示される選好は、むしろ現状肯定的なバイアスをもったものとして現われざ

るをえない。すなわち、選好の顕示は所得分配のあり方と相対関係を有しそれによ

って大きく規定されざるをえない。もちろん、この点は、市場機構内部における私

的財に対してもいいうることであり、ドップが指摘したように、 「経済の領域では

〈複数投票〉は例外ではなくて通則である。しかも、この複数投票たるや、他の者

は一票を投ずるのに対して、あるものは一千票もしくは一万票を投ずるというほど

師団
に甚だしいのである」。したがって消費者主権が実現されるための必要条件として、

われわれは、すくなくとも所得分配の著しい不平等に対する何らかの規定が入らざ

るをえないことを認めなければならない。また、 (2)、公共財ないし環境に対する選

好の顕示は、私的財の場合以上に、消費者と計闘機構ないしは生産者の聞での情報

の不平等性の存在によって左右される。そしてこのことは、上述の所得分配によっ

て規定される選好顕示のゆがみと相乗的に作用することによって、事後的に顕示さ

れたものとしての選好が、一定の現状肯定的なバイアスを伴なうという結果をもた

らす。とりわけ、公害の被害者による、現状に対する否定的選好がその顕示化に大

きな制約を受けていることは、このことを端的に表現している。そして、環境ない

し公共財提供に対する選好がそのようなバイアスをもっていることが、逆に、私的

財に対する消費者選好のあり方をも規定するのである。すなわち、(旬、消費者は、

単一の財のみを消費するのではなく、複数のある「パターン」をもった消費、ある

いはロピンソンのいう「一群」の財を消費するのであって、その中には、公共財や

環境条件の劣悪さをカバーする意味をもっ消費財が含まれている。たとえば、前述

のガルプレイスの指摘にもあったように、住宅事情の悪さを補う意味をもつものと

しての耐久消費財需要の異常な増大は、このことを示している。したがってこのよ

うな消費パターンを、消費者の本来的欲求の顕示されたものとみることは必ずしも
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妥当ではない。公共財ないし環境条件と私的財とは相互連関して一つの「消費パタ

ーン」を形成しているのであって、私的財に対する選好は、前者に対する選好顕示

およびそれの実現度の関数であるといってよい。さらに、そのようにしてなされる

私的財に対する選好は、すでに第(W)章で指摘したもの以外に次のような制約を受

ける。すなわち、 (4)、動態的次元における消費者選好の問題がそれである。一般に

消演者は、市場に現存する財と現存していない財との聞での選択を行なうことはで

きない。消費者の選択は、現存する財の中から、より好ましくないものを追放する

方向には作用しうるが、逆に消費者の欲求する財が市場から消えた場合にそれを呼

ぴもどしたり、まだ存在していない新しい財に対する消費者の欲求を表示する手段

を、消費者は市場においてもっていない。消費者選好は、需要結果を通じて価格運

動に反映されるにすぎず、単一の評価パラメーターとしての価格の中に、素材的富

としての財のもつ質的多様性や消費者の新しい欲求を反映することは本来的に不可

能である。いいかえれば、 「生産者は、消費者がその中からしか選択を行ないえな

値引
いところの市場商品の範囲を決定する」のであり、その意味で、 (ガルプレイスの

個目
依存効果とは異なるが)消費は生産に依存しているということができる。

(3) (消費者主権と非市場機構による制御〕

生産決定の究極的原因が消費者の選好にあることを意味する消費者主権は、その

対象領域が、単に市場機構内部だけでなく、それを越えた公共財ないし環境にまで

及ぶないし及ぶべきものであると同時に、消費者主権の実現に対する制約も多層的

であることが前節までで示された。そこで、もしもわれわれが消費者主権の実現を

担割
経済体制の有効性を規定する厚生的規範として前提するのであれば、問題は次のよ

うになる。すなわち、消費者主権を実現するために市場機構のなしうる部分は何で

あり、非市場機構によらざるをえない部分は何であるのか、またその場合、非市場

機構はいかなる構成をもつべきであるか、である。すでに、第 (ill)章および第(W)

章(1). (2)節での指摘から明らかなように、市場機構内部で消費者主権が実現される

ためには、少なくともその必要条件である自立的・多発的消費者選択の自由が獲得

されなければならない。そして、そのための最低限必要な条件は、消費者選択にお

ける外部効果の除去であり、それには、何らかの形の規制を伴わざるをえない。す

なわち、消費に対する生産の外部効果ないし依存効果の発生因に対する規制と、
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消費者間の外部効果ないし街示的効果やデモンストレーション効果に対する規制がそ

れである。前者に対する規制は、もしそれが有効に行なわれるとすれば寡占的大企

業による大量生産様式そのものに対する規制を含まざるをえないという意味で、現

代資本主義体制そのもののあり方とかかわり、後者に対する規制は、独立した個人

としての消費者の自立的・自発的選好に資するためという意味で、規制はおのずか

ら制約されざるをえない。同時に、これらの規制は、生産者と消費者のもつ情報の

著しい非対称性の是正を含んでいなければならない。

しかし、より根本的な問題は、かりに上述の規制が望ましい形で実現されえたと

しても、消費者による自立的・自発的選好は市場機構によっては部分的にしか実現

されえないという点である。所得分配問題、公共財提供および消費者の時間選好の

問題がその例としてあげられる。消費者主権概念それ自体の中には、所得分配に対

する規定は含まれてはいないが、所得分配の著しい不平等性は、前節で指摘したよ

うに、消費者選択に一定のバイアスを与えることにより、消費者の本来的な選好の

顕示をさまたげる。その意味で、所与の所得分配を前提として、市場機構によって

達成されるパレート最適が、当初の所得分配に対して相対的関係にあるのと同様に

所与の所得分配を前提とした消費者主権論および消費者主権実現の諸手段は、当初

の所得分配に対して相対的であるといわなければならない。したがって、著しい所

得分配の不平等性を除去することは本来的消費者主権実現の一条件であるといって

よい。しかし、市場機構のもつ機能それ自体の中には、所得分配に対する調整は何

ら含まれておらず、それは非市場機構による制御の対象とされなければならない。

師団
その場合、マルクスの指摘するように、所得分配が生産手段の所有様式ないしは生

産関係によって規定されるとすれば、消費者主権の問題は経済体制そのもののあり

方を問う視点を新たに導入せざるをえない。さらに、公共財提供の問題は、その提

供を消費者諸個人の選好に基づいて行なうとすれば、消費者の選好を顕示するため

の「場」である非市場機構そのものの「創出」が問題とされねばならない。その場

合、アローが指摘したように、諸個人の選好順位を導出するルールないし方法が存

自11
在しないという、いわゆる「不可能性の定理J (impossi bi 1 i ty theorem) を前提と

すれば、たとえば消費者選好に「二分型」ないし「単峰型」といった特定の付帯条

個21
f牛を導入しなければ社会的選好を設定することができない。その場合にはいかなる

基準では付帯条件を設定するかという問題が新たに登場することになる。さらに、消
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費者の時間選好の問題は、消費者選択の対象そのもの、すなわち与件そのものの変

化に対する評価を消費者にゆだねることを意味するが、その場合には、ピグーの指

摘したような、消費者の「将来を見通す能労j (telescopic faculty)の欠如ないし

それに類した制約条俸が入りこまざるをえない。そしてこれに対しては r(消費者

の〕選択に制約を与えるような何らかの尺度が、彼の厚生を増大させうることは明

傑」という前提にたった、いわゆる「温情的干渉主義j (p山 rnali叫が、計画化

機構を通じて行なわれなければならない、しかし、それは、制度的条件いかんでは

悪しき干渉主義に楕する可能性がないとは決していえない。

みられるように、消費者主催の問題をめぐって、市場機構の解決しえない諸問題

を、何らかの非市場機構をゆだねることは、それ自体てもは問題の解決にはなりえな

い。なぜならば、 「市場の失敗」や「市場に対する外部性」との対比でいえば、非

市場機構の領域においても「非市場機構の失敗」ないし「非市場機構における外部

性」の発生を何ら排除してはいないからである。そして、公共経済学は、この非市

場機構における意志決定の分析を含む点で、厚生経済学と相違するといってよい。

もちろん、ガルプレイスの『新しい産業国家』におけるように、テクノストラクチ

ェアが大企業の目標に「共鳴j (identification)することによって、大企業を自ら

の目標に「適合j (adaptat i on) させ、大企業が社会全体の目標に「共鳴」すること

によって、社会の目標を大企業の目標に「適合」させるという相E作用を通りて、

終局的にテクノストラクチュアの目標が社会の目標を規定し、テクノストラクチュ

アの計画化の下に社会全体が包摂されるという想定の下では上述のような困難な論

理的問題は始めから回避されているといってよい。ただ彼の体系の中では、大企業

体制に対する唯一の蹴カとしての「教育者・科学者階留j (the ed..cational s-

cientific estate)の存在が救いの神 (deusex machine)として意識されているに

すぎない。

ガルプレイスと異なって、もしわれわれが上述のような問題の存在を前提とすれ

ば、混合経済ないし国家独占資本主義と呼ばれる現代資本主義における市場機構と

計画化機構の共存する経済体制の評価に対して、一定の問題視角を得ることができ

る。すなわち、現代資本主義は生産手段の私的所有を前提とした個別資本による個

別計画と生産の社会的無政府性をその特色とする点で古典的資本主義と共通するが、

非市場機様たる計画機構は、これらの前提と基本的に抵触しえないという意味で
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「制度的硬直程J (the institutional rigidity)をその制約条件としている。そし

でこのことが、現代資本主義における計図化が、必ずしも消費者選好を反映させう

る内容をもちえていないことは、たとえば、産軍複合体制の成立に端的に表現され

(9国
ているといってよい。ドーフマンが指摘するように、現代資本主義社会は、 「多く

の利益集団に分けられ……政府デシジョンは、政府とこれら諸集団との関係に依存

しており」消費者選好の実現に対しでは、一定の制約があるものとみなければなら

ない。逆に、上のような「制度的硬直性」を前提にしないならば、計画化は、それ

だけ自由度をますことになる。たとえば、 「市場の失敗」の構成要素である外部性

や公共財をも考慮に入れた「社会的費用」や「社会的便益」を価格体系の中に算入

個別
できるという「価格体系に入る項目の包括性」を得ると同時に、社会的アンバラン

ス論の中で問題にされた住宅問題、都市交通、医療などのように、すでに市場機構

内部に包摂されている部分を、 「効率性」と対比さるべき「正公」の視点から、計

画機構による公共的供給に移行する可能性も潜在的に生まれる。そして、この自由

疫の拡大は、一面で「計画化の失敗」の発生を排除しないとはいえ、消費者選好の

顕示とそれの実現をより包括的に反映し、したがって消費者主権の実現を潜在的に

可能にする前提を与えるものといってよい。したがって、消費者主権の問題は、本

来的に比較経済体制論への志向をもたざるをえないのである。

側公共財の定義に関しては、現在のところ確定して市民権を得たものがあるというわけでは

ない。これらの点に関しでは、きしあたり、村上泰亮「公共財の定義J (建元正弘・渡部

経彦編 r現代の経済学(2)J日本経済新聞社、 1970年、第4章)を参照されたい。

(61) Gal brai th (I)、邦訳、 229ページ。

値目 同上、 225ページ。

担割 たとえばガルプレイスは次のような表現をしている。 r今や最高の発展段階に逮したマス

コミのカは、社会の耳目をより多くのピールに向けるけれども、より多くの学校には向け

ないJ (向上、 225ページ)。

(ωGal braith [1 )、邦訳、 233ページ。

(65)同上、 127ページ。

恒国 岡上、 280-283ページ。

側同上、 274-2沼7ページ。
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側 この点に関しでは、本稿、第(lV)章、第2・3節をも参照。

側大企業体制におけるテクノストラクチュアの目標をめぐ'る論点に闘しでは、さしあたり、

小泉進「現代の大企業体制論J (季刊 r現代経猟6)J日本経済新聞社、 1972年、 6月号、

所収)、および拙稿「寡占経済体制論J (伊東光晴・新野幸次郎編『寡占経済論』有斐閥、

1970年、第4章)などを参照されたい。

。四 Galbraith(IT)、邦訳、 475ページ。

。1)同上、 475-485ページ。

仰向上、 484ページ。

。司 この点は、第2版に新たにつけ加えられたまえがきにも触れられている(向上、 10-18ベ

ージ)し、本文中でも、さらに、次のような指摘もみられる。 r大企業体制の外にある非

常に大きな領域一一零細な小売業者、修理屋、独立の職人、護軍書屋、造園師、出版屋の世

界一ーでは、市場はほぼ満足に、あるいは非常にうま〈働〈ものであるJ (岡上、 476-

477ページ)。

間 Galbraith(IT)、邦訳、 467ページ。

間同上、 467ページ。

。曲 L.Robins，“Interpersonal Compari sons of Uti li ty，" The Econo冊icJourno/， Dec. 

1938. さらに、これらの問題が登場してきた背景などについては、 M.H.Dobb，Welfare 

Economics and the Ec側 omics01 SociaUs叫 1969(拙訳『厚生経済学と社会主義経済

学』岩波書底、 1973年、第1部)などを参照されたい。

間 ガルプレイスは、この章を、 Economics，P，四 ceand Laughter， 1971，の中でも、最重要

なものであるとのべている (Galbraith(m)、邦訳、 2ページ)。

。掛 Galbraith(田〕、邦訳、 20ページ、 32-33ページ。

(79) 向上、 38-39ページ。

個叫同上、 39ページ。

個1) 同上、 306ページ。

担割 同上、 1-2ページ。

担割 J. Robinson， "The Affluent Socialism，" in C.H. Feinstein ed.， Socialism， Capi・

talism and Growth， 1967， p. 187 (水田洋他訳『社会主義・資本主義と経済成長』筑摩

曾房、 1969年、 227ページ)。

脚本稿、注側を参照。
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曲目 これらの点に関しでは、都留重人 r公害の政治経済学』宕波書庖、 1972年、第4章、西部

遜「公害問題と消費者主権J (r経済セミナーJ1971年3月号)をも参照されたい。

制i) M.H. Dofb， Political Economy and Capitalism， 1950 (岡稔訳 F政治経済学と資本主義』

岩波書腐、 1952年、 170ページ)。

開 E.J. Mishan， Growlh: Ihe price we pay， 1969 (都留重人監訳 r成長の代価』岩波書庖、

1971年、 162ページ)。

関本稿、第 (II)章、第2部を参照。

但由 もちろん、これとは別の前提を設定することによって議論をすすめることは可能ではある。

これらの点に関しては、さしあたり、 G.Grossman， Economic Systems， 1967 (大野吉

輝訳「経済体制論』東洋経済新報社、 1969年、第1章)を参照されたい。

曲目 K. Marx， Zun Kritik der politischen Okonomie， Moskau， 1934 (武田隆夫他訳 r経済

学批判」岩波文庫、 1956年) r序説J (ー)の2を参照。

曲目 K.J. Arrow， Social Choice and Indirvdual Values， 1951. 

自由 稲田献ー『新しい経済学』日本経済新聞社、 1965年、 23-32ページ。

担割 E.J. Mishan， The Cosls oJ Economic Growlh， 1967， p. 118. 

曲母 A.C. Pigou， Economics of Welfare， 1920， p. 25. 

個目 A.K. Sen， “On Optimising the Rate of Sanvng，" The Economic Jo町官曜1，Sept. 1961， 

pp. 487-489. 

旧日 Galbraith (II)、第33章、お、よぴ拙稿「寡占経済体制論J (伊東光晴・新野幸次郎 r寡占

経済論a有斐問、 1970年、第4章)を参照されたい。

個胃 J. Drewnowsky， “The Economic Theory of Socialism，'・ Jo制官aloJ Polilical Econ-

。冊:y， Aug. 1961， p. 351 

自国 R. Dorfman， “Social Decisions without Social Preferences，" M. Kaser et al (ed-

s.) Plan旬印gand Markel Relalions， 1971， p. 119. 

側 O. Lange， F.M. Taylor， On Ihe Theory of Socialism， 1938(土屋清訳 r計画経済理論』

社会思想社， 1951年、 123-125ページ)。
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